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＜事業の全体像＞

農林⽔産業の輸出⼒強化 【平成31年度予算概算決定額 57.7（57.5）億円】

＜対策のポイント＞
「農林⽔産業の輸出⼒強化戦略」等の着実な実施に向け、オールジャパンでの戦略的で⼀貫性のあるプロモーションの企画・実⾏等による海外需要の創
出、グローバル産地の形成、輸出環境の整備等を推進し、国産農林⽔産物・⾷品の輸出を促進します。
＜政策⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（8,071億円［平成29年］→ １兆円［平成31年まで］）

平
成
31
年
の
輸
出
額
１
兆
円
⽬
標
の
達
成
を
⽬
指
す

平
成
31
年
の
輸
出
額
１
兆
円
⽬
標
の
達
成
を
⽬
指
す

• 国・地域及び品⽬を絞り込み、売り込むべきメッセージを明確にした
JFOODO（⽇本⾷品海外プロモーションセンター）による戦略的・重点
的プロモーションを⽀援

• JETROによる国内外の商談会の開催及び海外⾒本市への出展⽀援、
セミナーの開催、専⾨家等による輸出に関する相談対応等の輸出総合サ
ポートを実施

戦略的マーケティングの強化
及び輸出に取り組む事業者への総合サポート

海外需要創出等⽀援対策事業 輸出環境整備推進事業

分野別・テーマ別等市場開拓⽀援対策

• 輸出拡⼤が期待される具体的な分野・テーマについて、海外の市場を開
拓する取組を⽀援

• トップセールス、海外における⽇本⾷・⾷⽂化の普及を担う料理⼈の育
成、海外レストランにおける⽇本産⾷材の活⽤推進等の取組を⽀援

政府間交渉のための情報収集・分析等
• 原発事故による諸外国・地域の輸⼊規制等に係る政府間交渉のために
必要となる、科学的データの収集・分析等

輸出環境課題の解決に向けた⽀援

【輸出環境整備推進事業 6（６）億円】

• ⽇本の既存添加物等を⽶国等へ登録するために必要なデータ収集等、
⾃ら輸出環境の整備に取り組む事業者への⽀援

【海外農業・貿易投資環境調査分析事業 ７（７）億円】

・ 諸外国の制度・投資環境等の専⾨的調査、⼆国間政策対話等での官⺠連携に
よる働きかけ・PRの実施、⾷産業インフラを浸透させるための取組⽀援 等

輸出拡⼤に資する⾷産業の海外展開等の促進

【海外需要創出等⽀援対策事業 34（34）億円】

• 我が国の輸出に有利な国際的検疫処理基準の確⽴ 等

輸出条件の整備から産地形成までの戦略的植物検疫対策

輸出促進に資する動植物検疫等の環境整備

• 畜産物の輸出促進に資するよう、家畜衛⽣対策を実施

畜産物輸出の前提となる家畜疾病対策

【輸出促進に資する動植物検疫等の環境整備 10（10）億円】
・ 輸出に積極的に取り組もうとする産地・農業者等によるコミュニティの形成、産
地形成に必要な計画の策定⽀援及び同計画に基づくソフト⾯・ハード⾯の各種
⽀援事業における採択への優遇措置等により産地形成を⽀援
・ コメの輸出向け低コスト⽣産に向けたスマート農業技術の導⼊を⽀援

ＧＦＰグローバル産地づくり推進事業

【ＧＦＰグローバル産地づくり推進事業 2（ー）億円】
【強い農業・担い⼿づくり総合⽀援交付⾦ 230（－）億円の内数】

【スマート農業加速化実証プロジェクト ５（－）億円の内数】 等
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【平成31年度予算概算決定額 34.1（34.4）億円】
（平成30年度第2次補正予算額 56.7億円の内数）

［お問い合わせ先］（１、２①の事業）⾷料産業局輸出促進課 （03-6744-7172）
（２②の事業） ⾷料産業局⾷⽂化・市場開拓課（03-6744-0481）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．戦略的輸出拡⼤サポート事業
○ 海外における⽇本産農林⽔産物・⾷品の需要創出の取組を更に強化するため、
国・地域及び品⽬を絞り込み、売り込むべきメッセージを明確にしたJFOODOに
よる重点的・戦略的プロモーションを⽀援します。
国内外の商談会の開催及び海外⾒本市への出展⽀援、セミナーの開催、専
⾨家等による輸出に関する相談対応等、JETROによる輸出総合サポートを実
施します。

２．分野・テーマ別海外市場開拓対策
① 分野・テーマ別海外販路開拓⽀援事業

輸出拡⼤が期待される具体的な分野・テーマについて、海外の市場を開拓す
る取組を⽀援します。

② ⽇本⾷・⾷⽂化の魅⼒発信による⽇本産品海外需要拡⼤事業
トップセールス、海外における⽇本⾷・⾷⽂化の普及を担う料理⼈の育成、海
外レストランにおける⽇本産⾷材の活⽤推進等の取組を⽀援します。

＜対策のポイント＞
「農林⽔産業の輸出⼒強化戦略」等の着実な実施に向け、JFOODOによる戦略的なマーケティングの強化、JETROによる輸出に取り組む事業者等に対
する商談・マッチング⽀援、分野・テーマに応じた海外市場の開拓⽀援等を⾏い、国産農林⽔産物・⾷品の輸出を促進します。
＜政策⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（8,071億円［平成29年］→ １兆円［平成31年まで］）

国
⺠間団体等

JETRO
定額

委託・補助（定額、1/2以内）

＜事業の流れ＞

JFOODOによるマーケティング JETROによる事業者サポート

海外⾒本市での商談⽇本酒情報サイトの⽴ち上げ⽔産物バス停広告 セミナー

農林⽔産業の輸出⼒強化のうち
海外需要創出等⽀援対策事業

⻘果物の販売促進活動 茶室体験イベント 包装⽶飯を⽤いた調理セミナー

総理によるトップセールス 海外料理学校との連携 海外⽇本⾷材使⽤レストランと
の連携

（１の事業）

（２の事業）
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GFPグローバル産地づくり推進事業［新規］
【平成31年度予算概算決定額 1.5（－）億円】

（平成30年度第２次補正予算額 9.6億円の内数）

平成30年８⽉末に⽴ち上げた「農林⽔産物・⾷品輸出プロジェクト」（GFP）を推進するため、 ①産地形成に必要な計画策定等の⽀援及び
関連するハード・ソフト事業における優先採択等により、輸出先国のニーズや規制等に対応したグローバル産地の形成を図るとともに、②輸出に意
欲ある⽣産者等への輸出診断、コミュニティの形成を⾏います。
＜政策⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（8,071億円［平成29年］→ １兆円［平成31年まで］）

＜事業の内容＞※ 内容の詳細は変更されることがあります。 ＜事業イメージ＞
１ グローバル産地計画策定等の⽀援
①相⼿国のニーズや規制等に対応したグローバル産地の形成を進めるため、
計画策定、⽣産・加⼯体制の構築、事業効果の検証・改善などの取組
を⽀援します。
※計画期間は３年以内とし、⽣産・加⼯段階での取組を柱に、流通段
階の取組も⽀援します。

※都道府県をまたぐ産地間が連携して形成する産地も対象となります。

②事業実施主体（助成対象者）
・農林漁業者や⾷品製造加⼯事業者等を含む３者以上の連携体、協議
会、農協、商⼯会議所、都道府県、市町村等（都道府県等を通じて⽀
援）
※輸出に知⾒のある者が何らかの形で関与する体制をとる必要があります。

③関連事業（優先採択等の措置を実施）
・強い農業・担い⼿づくり総合⽀援交付⾦ ・⽔産基盤整備事業
・持続的⽣産強化対策事業 ・植物品種等海外流出防⽌総合対策事業
・⾷料産業・6次産業化交付⾦ ・林業成⻑産業化総合対策 等

２ GFPコミュニティの形成、輸出診断等
⽣産者等への輸出診断や、サイト交流会によるGFP登録者のコミュニティ

形成を⾏うなど意欲ある⽣産者等に重点的なサポート・情報を提供します。

［お問い合わせ先］ ⾷料産業局輸出プロジェクト室 （03-6744-7172）

・本事業を活⽤しないグローバル産地計画も⼀定の要件の下で承認します。
・GAP等の取組を要件とします。認証取得は求めません。

取組例
輸出ニーズに対応した、⽣産・加⼯の転換・拡⼤、技術導⼊、産地間
連携、商品開発、輸出対応施設の整備、低コスト化の取組 等々

（関連事業は各事業の仕組みで実施）

グローバル産地計画策定と その取組に対する⽀援

輸
出
診
断
の
様
⼦ ⻑野県、無農薬⽶ 宮城県、いちご

意欲ある⽣産者等を農林⽔産省・ジェトロが訪問してサポート

⾹川県、ドライフルーツ

農林⽔産業の輸出⼒強化のうち
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グローバル産地づくり推進事業における関連事業の優遇措置等（平成31年度当初）

１ 強い農業・担い⼿づくり総合⽀援交付⾦ ２３０億円の内数
産地の収益⼒強化と担い⼿の経営発展を推進するため、産地・担い⼿の発展の
状況に応じて、必要な農業⽤機械・施設の導⼊を農業経営体の規模に応じ切れ
⽬なく⽀援。（優先採択）
２ ⾷料産業・６次産業化交付⾦ １４億円の内数
六次産業化・地産地消法等の認定を受けた農林漁業者等による加⼯・販売
施設等の整備を⽀援。（優先採択）
３ 農業農村整備事業等＜⼀部公共＞ ４，２７９億円の内数
農業の競争⼒強化を図るため、農地集積の加速化・農業の⾼付加価値化の
ための農地の⼤区画化・汎⽤化や⽔路のパイプライン化等の整備を⽀援。
（優先採択）
４ 林業成⻑産業化総合対策＜⼀部公共＞ ２４１億円の内数
川上と連携して⽊材の安定的・効率的な供給に取り組む⽊材加⼯流通施設
及び特⽤林産振興施設の整備を⽀援。（優先採択）
５ 浜の活⼒再⽣・成⻑促進交付⾦ ５４億円の内数
漁業所得の向上を⽬指す「浜の活⼒再⽣プラン」に位置付けられた共同利
⽤施設等の整備等を⽀援。（優先採択）
６ ⽔産基盤整備事業＜⼀部公共＞ ９００億円の内数
⽔産物集出荷機能の集約・強化や輸出促進に向けた衛⽣管理対策、養殖
適地の確保などを⽀援。（優先採択）

１ 海外需要創出等⽀援対策事業 ３４億円の内数
輸出拡⼤が期待される分野・テーマについて海外の市場開拓する取組を⽀援。
（※優先採択、要件緩和）

２ 輸出環境整備推進事業 ５．５億円の内数
輸出拡⼤を図るために国際的認証取得等の取組を⽀援。（優先採択）

３ 植物品種等海外流出防⽌総合対策事業 １億円の内数
グローバル産地で取り組もうとする新品種について、海外への流出や無断栽培を
防⽌するため、海外における品種登録を⽀援。（優先採択）
４ 持続的⽣産強化対策事業 ２０１億円の内数
① 園芸作物⽣産転換促進事業
⽔⽥地帯における新たな園芸産地の育成を⽀援。
（優先採択）

② 果樹農業好循環形成総合対策事業
国産果実の品質を維持し、低コストで安定的に輸出するための技術実証等を⽀援。
（優先採択）

③ 茶・薬⽤作物等地域特産作物体制強化促進事業
茶の改植や有機栽培等への転換、消費者・実需者ニーズの把握・商品開発等の⽣
産から消費までの総合的な取組を⽀援。（優先採択）

④ 次世代国産花き産業確⽴推進事業
輸出に対応した産地づくりに必要な⽣産体制の整備等を⽀援。（優先採択）

⑤ ＧＡＰ拡⼤推進加速化事業
地域の実情に応じて国際⽔準ＧＡＰの取組や認証拡⼤が加速的に進展するよう、
都道府県の取組を交付⾦により機動的に⽀援。（優先配分）

⑥ ⽣産体制・技術確⽴⽀援事業
⽣産者や実需者をはじめとする関係者が連携した新品種・新技術の導⼊促進の取
組を⽀援。（優先採択）

５ 中⼭間地農業ルネッサンス推進事業 ２．５億円の内数
中⼭間地域の所得向上に向けた計画を深化させる取組を⽀援。（優先採択）

ソフト事業 ハード事業

※優先採択とは、審査に当たってのポイントの加算等

１ 農林漁業成⻑産業化ファンドによる出資等 出融資枠１２５億円の内数
農林漁業者による輸出の取組や、⾷品事業者の事業再編による輸出拡⼤に資
する取組等を出融資により⽀援。 （(株)農林漁業成⻑産業化⽀援機構）
２ 地域未来投資促進事業 １５８．６億円の内数
地域における継続的なイノベーション創出に向けた総合的な⽀援、また、新事業
のためのノウハウ各遠く、事業体制の整備、事業課戦略の策定、ものづくり・サービ
スの開発、事業課・市場獲得まで⼀体的に⽀援。（経済産業省連携）
３ 国内・海外販路開拓強化⽀援事業のうちJAPANブランド育成⽀援事業

２３．９億円の内数
地域産品が持つ素材や技術等の強みをいかした海外展開戦略の策定を⽀援。
また、海外でのブランド確⽴のため、新商品開発や海外展⽰会出展等のプロジェク
トを⽀援。（中⼩企業庁連携）

出融資事業及び他省庁事業との連携
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農林⽔産業の輸出⼒強化のうち
輸出環境整備推進事業

【平成31年度予算概算決定額 5.5（5.6）億円】
（平成30年度第2次補正予算額 16.8億円の内数）

［お問い合わせ先］ ⾷料産業局輸出促進課（03-3501-4079）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．政府間交渉のための情報収集・分析等
○ 原発事故に伴って導⼊された諸外国における⽇本産農林⽔産物・⾷品の輸⼊
規制等の緩和・撤廃を図るため、政府間交渉に必要となる情報・科学的データ
の収集・分析等を⾏うとともに、⽇本の農林⽔産物・⾷品についての現地視察を
⾏うために外国政府の規制担当⾏政官を我が国に招へいします。

２．輸出環境課題の解決に向けた⽀援
○ ⽇本産⾷品に多く含まれる既存添加物や⽇本で利⽤可能な農薬等の使⽤が
⽶国等で認められるために必要となる安全性を⽰すデータ収集や、国際的に通⽤
する認証や他国産との差別化が図られる規格・認証の取得等の輸出環境の整備
に⾃ら取り組む事業者を⽀援します。

＜対策のポイント＞
諸外国の輸⼊規制の撤廃・緩和等の輸出環境整備のため、政府間交渉に必要な情報・データの収集等を実施するとともに、⾃ら輸出環境の整備に取り組
む事業者を⽀援します。
＜政策⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（8,071億円［平成29年］→ １兆円［平成31年まで］）

国
⺠間団体等

定額、1/2以内

⺠間団体等

委託

＜事業の流れ＞

輸
出
先
国

委
託
先

調査委託 輸出環境課題の解決に
向けた働きかけ・交渉

農
林
⽔
産
省

交渉に必要となる
情報・データの収集・
分析等を実施

農
林
⽔
産
省

輸

出

先

国

既存添加物の登録申請
（試験データ）

データ収集等⽀援

輸出拡⼤に係る取
組を⽀援 国際的に通⽤する認証や、

他国産との差別化が図られる規
格・認証の取得等

輸出先国の規制担当
⾏政官を招へい

輸出先国が農薬の残留基準値
を設定するために必要な申請
（インポートトレランス申請）

事
業
者

データ収集等⽀援 事
業
者

農
林
⽔
産
物
・
⾷
品
の
輸
出
拡
⼤

事
業
者

２．輸出環境課題の解決に向けた⽀援

１．政府間交渉のための情報収集・分析等

（１の事業）

（２の事業）
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農林⽔産業の輸出⼒強化のうち
輸出促進に資する動植物検疫等の環境整備

＜対策のポイント＞
国産農畜産物の輸出を促進するため、輸出条件の整備から産地形成までの戦略的植物検疫対策や畜産物輸出の前提となる家畜疾病対策、輸出⼿続の
効率化・迅速化に向けた取組みを促進します。
＜政策⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（8,071億円［平成29年］→ １兆円［平成31年まで］）

【平成31年度予算概算決定額 9.8（10.2）億円】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．輸出条件の整備から産地形成までの戦略的植物検疫対策
① 我が国の輸出に有利な新たな植物検疫措置を確⽴し、国際基準化の推進等
を図ります。

② 輸出検疫協議の迅速化のために必要な病害⾍の発⽣状況に関する全国的な
サーベイデータの蓄積・分析を⾏います。

③ 輸出先国の規制に合致した農産物を⽣産するための産地への技術的なサポー
ト等を実施します。

２．畜産物輸出の前提となる家畜疾病対策
○ 畜産物の輸出促進に資するよう、家畜の伝染性疾病の清浄化に向けた、農場
の飼養衛⽣管理指導、疾病の検査、野⽣動物の監視、検査の精度管理体制
の整備等の取組を⽀援します。

３．輸出⼿続の効率化・迅速化
○ 輸出検査ニーズに対応する出張検査等の体制を強化します。

［お問い合わせ先］消費・安全局植物防疫課（03-3502-5976）
消費・安全局動物衛⽣課（03-3502-5994）

＜事業の流れ＞

輸出までの流れと動植物検疫等の環境整備に向けた取組み

産地・
業者等

サポート
事務局専⾨家

助⾔指導等 相談/フォローアップ

派遣/報告

検疫条件協議 輸出
解禁

輸出産地形成 輸出⼿続 輸
出

植物検疫条件や残留農薬基準に係る専⾨
家による産地への技術的なサポート

野⽣動物から家畜への
疾病侵⼊防⽌のための
監視

農場

管理獣医師による
飼養衛⽣管理指導
の⽀援 等

輸出検査ニーズ対応

国
⺠間団体等

委託

２．畜産物輸出の前提となる家畜疾病対策

産地が取り組みやすい複数の措置を組み合
わせた検疫措置案の調査・実証等

３．輸出⼿続の効率化・迅速化

＋
ﾌｪﾛﾓﾝ 効率的防除 選果 低温輸送

１．輸出条件の整備から産地形成までの
戦略的植物検疫対策

１．輸出条件の整備から産地形成までの
戦略的植物検疫対策

A B C D
A

B

C

D

⺠間団体等
定額、1/2以内

（１、２の⼀部の事業）

（２の⼀部の事業）

花き市場における苗・
切花の輸出検査

温州みかんの
集荷地検査
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［お問い合わせ先］⼤⾂官房海外投資・協⼒グループ（03-3502-5913）
⾷料産業局企画課 （03-3502-5742）

農林⽔産業の輸出⼒強化のうち
海外農業･貿易投資環境調査分析事業 【平成31年度予算概算決定額 6.8（7.2）億円】

＜対策のポイント＞
我が国⾷産業の海外展開を更に推進し、農林⽔産物･⾷品の輸出拡⼤等に資するため、①官⺠協議会の運営と情報収集･専⾨的調査、②⼆国間政策
対話等の開催、③海外進出に取り組む⺠間企業への⽀援を実施します。
＜政策⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（8,071億円［平成29年］→ １兆円［平成31年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．官⺠協議会の運営と情報収集･専⾨的調査

○ グローバル･フードバリューチェーン戦略推進のプラットフォームであるグローバル・フー

ドバリューチェーン推進官⺠協議会等を開催・運営するとともに、海外の農業･貿

易投資環境に関する情報収集、相⼿国への効果的な政策提⾔に必要な専⾨

的調査等を実施します。

２．⼆国間政策対話等の開催

○ 官⺠連携で相⼿国への働きかけ等を実施するため、⼆国間政策対話や官⺠

フォーラム･セミナーの開催、官⺠ミッションの派遣等を実施します。

３．海外進出に取り組む⺠間企業への⽀援

○ 我が国⾷産業の海外展開を更に推進するため、海外進出に取り組む⺠間企業が

⾏う事業化可能性調査、専⾨家の派遣･招へい、連携先の開拓等を⽀援します。

国 ⺠間団体等
委託、補助（定額）

＜事業の流れ＞

１ 官⺠協議会の運営と情報収集･専⾨的調査

２ ⼆国間政策対話等の開催

３ 海外進出に取り組む⺠間企業への⽀援

課
題

成
果

事
業
内
容

 各国・地域との外交における我が国⺠間投資による経済協⼒の推進
 輸出促進をはじめ攻めの農林⽔産業の⼀層の推進

我が国⾷産業の海外展開を推進するとともに、農林⽔産物・⾷品の
輸出拡⼤等に資する。

協議会での議論・調査結果に基づく政策提⾔等の策定

⼆国間対話等に基づく企業進出の促進

実
施
結
果
の

フ
ィ
␗
ド
バ
ッ
ク
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